
363 

第１節  航空機災害応急対策 

 

《基本的な考え方》  
 市域及び大阪国際空港内において、航空機の墜落などによる災害が発生し又は発生の

おそれがある場合に、その災害を防ぎょし市民及び乗客、乗員の生命、身体、財産を保

護するために迅速かつ的確な応急対策を実施する。  
 なお、消防部の活動詳細は「消防計画」及び「航空機災害対策活動基準」に定めると

ころによる。  
  
《対策の体系》  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
《応急対策の分担》  
 
   実 施 担 当 部                           実 施 内 容                         

 総括部 
 消防部 

 １ 航空機災害対策本部等活動体制の確立に関すること 
 ２ 情報収集活動並びに広報活動に関すること 
 ３ 応援の要請に関すること 
 ４ 他機関との総合的連絡調整に関すること 
 ５ 避難勧告・指示に関すること 

 消防部 （消防団）  １ 消防活動に関すること 

 医療救護部  １ 災害医療に関すること 

 災害援護部 
 消防部 （消防団） 

 １ 行方不明者の捜索に関すること 

 災害援護部  １ 遺体の処置及び火葬に関すること 

 

 総括部、各部  １ その他の応急対策に関すること 

 

 
 
 
 
 
 

 
  航空機災害応急対策             １ 活動体制の確立  
                                 ２ 情報収集・広報活動  
                                 ３ 消防活動  
                                 ４ 災害医療活動  
                                 ５ 避難勧告・指示  
                                 ６ 応援の要請等  
                                 ７ 他機関との総合的連絡調整  
                                 ８ 行方不明者の捜索・遺体の安置場所等の確保  

及び事後の処置  
                                 ９ その他の応急対策   
 



364 

《対策の展開》  
１ 活動体制の確立  
  総括部は組織としての総合力を発揮するために「災害対策本部機構・業務分担」を

準用した体制又は航空機災害対策本部の設置（緊急対策会議に準ずる。）等の活動体

制を早期に確立し、被害の状況に応じて災害対策本部を設置するなどの応急対策を実

施する。  
  消防部は「航空機災害対策活動基準」に定める活動体制に基づき、人命検索・救助

を最優先とし、効率的 な部隊運用により火勢の鎮圧及び延焼拡大阻止に努める。  
 (1) 航空機災害対策本部の設置  
  航空機災害の状況に応じて総合的な応急対策の実施を必要とする場合は、市役所

内に航空機災害対策本部を設置する。  
  ただし、災害の規模に応じ応急対策措置を推進するために必要とする場合は、現

地など適当な場所に移動し設置する。  
  ア 本部会議事項  
   (ｱ) 応急対策に関すること。  
   (ｲ) 災害復旧に関すること。  
   (ｳ) 豊中市医師会等への応援要請に関すること。  
   (ｴ) 自衛隊の派遣要請に関すること。  
   (ｵ) 災害救助法の適用に関すること。  
   (ｶ) その他  
  

(2) 職員の動員  
   航空機災害対策本部が設置されたときは、本部長の指示により各部長は配備体制

を整え職員の指揮にあたり、休日又は退庁後においては、連絡網により予め指名す

る職員を招集し、的確な応急体制が図られるように努める。  
 
 (3) 協定等に基づく活動体制  
   空港及びその周辺において航空機災害の発生するおそれがある場合は、「大阪国

際空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定（昭和 46 年 12 月1  日締
結）」及び同協定に基づく覚書により活動体制を整える。  

  
 (4) 通信連絡体制  
    大阪空港事務所及び消防機関との通信連絡系統  
 
  大阪空港事務所       豊中市消防本部      
 
                          休日又は  
                        退庁後  
 伊丹市消防局        池田市消防本部         当直者・守衛  
 ※ 総務部危機管理室長は、必要がある場合には市長、助役、関係部課長に連絡する。 

 総務部危機管理室長※ 
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空港施設内で災害が発生した場合  
 
                           航 空 会 社  
 大阪航空局     大阪空港事務所           

                            
               
 大阪航空測候所      豊中市  
              池田市     医師会  
              伊丹市          豊中市          

                        池田市  
 
 
 豊 中          伊丹市          豊中市     消防本部  

 池 田   警察署    伊丹市消防局       池田市     消防団  
 
 
                                   
 

             
 

 空港周辺地域で災害が発生した場合  
                   

  発 見 者  
 
                                      
 
  
豊 中           豊中市  豊中市     消防本部          

豊中南  警察署      池田市  池田市     消防団  
 池 田  
                                 
            伊丹市     大 阪 空 港 事 務 所                            

       伊丹市消防局  
  大阪府警察本部  
 
 
 豊中市  
 池田市  医師会    大阪航空側候所   大阪航空局     航空会社  
 伊丹市  
 
 
 

陸 上 自 衛 隊 第 ３ 師 団                           

 

 

大阪府警察本部  

大阪湾港・空港 

整備事務所 
大阪府 

豊中市 
     医師会 
池田市 

大阪府 

陸 上 自 衛 隊 
第 ３ 師 団 
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２ 情報収集・広報活動  
  情報収集・広報活動は、「地震災害応急対策計画 第２章第１節 災害情報等の収

集・伝達及び第２節 通信の確保・伝達」を準用し、次の事項に留意する。  
(1) 情報の収集  

  ア 航空機災害は、その災害の特殊性から、救出・救護に関する情報、搭乗者の確

認など広範でかつ膨大な情報の収集活動が求められるため、大阪空港事務所、航

空会社等関係機関との連携による情報収集に努める。  
  イ 市街地における航空機災害は、多数の死傷者の発生を伴い、また、火災が広範

囲に延焼拡大することが予測され、情報収集も困難を極めるため、初動期におい

ては、総括部と消防部が連携を密にして有機的な情報収集に努め、災害発生場所

及び発生の概要把握並びに航空機内又は周辺の要救助者の把握など航空機周辺

の情報を重点的に収集する。  
   

(2) 広報活動  
  ア 住民に対する広報  
    初期における緊急広報から群衆整理のための広報など、逐次実態を知らせるた

めの広報を行い、住民の不安除去に努める。  
  イ 報道機関に対する広報  
    報道機関への広報は総括部が行い、情報の提供及び取材協力に努める。  
 
３ 消防活動  
  「消防計画」及び「航空機災害対策活動基準」に基づき実施するとともに、航空機

燃料の拡散及び気象状況、事故現場周辺の状況等を総合的に判断し消防警戒区域の設

定を必要と判断したときは、警察官等の協力を得て区域内への立入りの制限並びに住

民の避難誘導等を行う。  
 
４ 災害医療活動  
  「地震災害応急対策計画 第３章第２節 医療救護活動」を準用する。  
  
５ 避難勧告・指示  
  「地震災害応急対策計画 第３章第３節 応急避難」を準用する。  
 
６ 応援の要請等  
 (1) 消防広域応援の要請  
   「大阪国際空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定（昭和 46 年 12

月１日締結）」、同覚書及び「大阪国際空港周辺都市航空機災害消防相互応援協定（昭

和 62 年8  月 12 日締結）」、同覚書に基づくほか、災害の規模により「地震災害応急
対策計画 第３章第１節 消火・救助・救急対策」を準用する。  
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 (2) 自衛隊の派遣要請  
   「地震災害応急対策計画 第１章第４節 自衛隊に対する災害派遣要請」を準用

する。  
 

７ 他機関との総合的連絡調整  
  航空機災害発生時には災害の状況に応じて、他機関との総合的連絡調整に努め、次

に掲げる機関との連携強化を図る。  
 (1) 大阪府  
  ア 医薬品等必要資器材の調達  
  イ 自衛隊要請の要否  
  ウ 災害救助法の適用の要否  
 
 (2) 警察との連携  
  ア 緊急通行車両等の通行に係る幹線道路等の交通規制  
  イ 救助・救急活動に対する協力体制の確保  
  ウ 死者の収容先、搬送方法等に対する協力体制の確保  
  エ 警戒区域の設定  
 
 (3) 医師会との連携  
  ア 応急救護所における医療救護活動  
  イ 後方医療機関への搬送の要否、順位の決定  
  ウ 後方医療機関との連携体制の確保  
 
 (4) 大阪空港事務所との連携  
  ア 消火、救助、救急活動  
  イ 救護地区の設置及び医療資器材の配置（空港施設内の場合）  
  ウ 救護地区及び事故現場周辺の警備（空港施設内の場合）  
  エ 負傷者の数及び搭乗者の把握  
  オ 遺体仮収容所の設置（空港施設内の場合）  
  カ 臨時ヘリポート、ヘリ飛行ルートの選定  
  キ 避難誘導  
 
 (5) 航空会社との連携  
  ア 墜落航空機の概要収集  
  イ 搭乗者名簿による死傷者の確認  
 
 (6) その他応援協力団体との連携  
  ア 災害活動に対する協力依頼  
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８ 行方不明者の捜索・遺体安置場所等の確保及び事後の処置  
  「地震災害応急対策計画 第４章第６節 行方不明者の捜索・遺体安置場所等の確

保及び事後の処置」を準用する。  
 
９ その他の応急対策  
  「地震災害応急計画 第３章及び第４章」を準用する。  
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第２節 鉄道事故災害応急対策 

 
《基本的な考え方》  
重大な鉄道事故災害が発生した場合に、その災害による被害を最小限化し、市民及び

乗客、乗員の生命、身体、財産を保護するために迅速かつ的確な応急対策を実施する。 
なお、消防部の活動詳細は「消防計画」の定めるところによる。  

 
《対策の体系》  
  
鉄道事故災害応急対策                １ 活動体制の確立 
                          ２ 情報収集活動 
                          ３ 消防活動 
                          ４ 災害医療活動 

５ 安否確認対応等広報活動 
６ 応援の要請等 
７ 避難勧告・指示 
８ 他機関との総合的連絡調整 
９ 行方不明者の捜索・遺体の処置及び火葬 
10 消防活動の支援活動 
11 その他の応急対策 

 
《応急対策の分担》  

 
実施担当部  実施内容  
総 括 部 
消 防 部 

１ 鉄道事故災害対策本部等活動体制の確立に関すること  
２ 情報収集活動に関すること  
３ 安否確認対応等広報活動に関すること  
４ 他機関との総合的連絡調整に関すること  
５ 避難勧告・指示に関すること  

消防部（消防

団）  
１ 消防活動に関すること  

医療救護部  １ 災害医療に関すること  
２ 死傷者情報の収集、整理に関すること  

災害援護部  
消防部（消防

団）  

１ 行方不明者の捜索に関すること  

災害援護部  １ 遺体の処置及び火葬に関すること  
２ 乗客等の安否確認情報の収集、整理に関すること  

総括部・各部  １ 消防活動の支援活動に関すること  
２ その他の応急対策に関すること  

 
《対策の展開》  
１ 活動体制の確立  
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  総括部は組織としての総合力を発揮するために「災害対策本部機構・業務分担」を

準用した体制又は鉄道事故災害対策本部の設置（緊急対策会議に準ずる。）等の活動

体制を早期に確立し、被害の状況に応じて災害対策本部を設置するなどの応急対策を

実施する。  
  消防部は「消防計画」に定める集団救急災害対策に基づき、人命検索・救助を最優

先とし、効率的な部隊運用により火災が発生している場合は、火勢の鎮圧及び延焼拡

大阻止に努める。  
 (1) 鉄道事故災害対策本部の設置  
   鉄道事故災害の状況に応じて総合的な応急対策の実施を必要とする場合は、市役

所内に鉄道事故災害対策本部を設置する。  
   ただし、災害の規模に応じ応急対策措置を推進するために必要とする場合は、現

地など適当な場所に移動し設置する。  
  ア 本部会議事項  
   (ｱ) 応急対策に関すること。  
   (ｲ) 災害復旧に関すること。  
   (ｳ) 豊中市医師会等への応援要請に関すること。  
   (ｴ) 自衛隊の派遣要請に関すること。  
   (ｵ) 災害救助法の適用に関すること。  

(ｵ) その他  
 

 (2) 職員の動員  
   鉄道事故災害対策本部が設置されたときは、本部長の指示により各部長は配備体

制を整え職員の指揮にあたり、休日又は退庁後においては、連絡網により予め指名

する職員を招集し、的確な応急体制が図られるように努める。  
  
（3）協定等に基づく活動体制  
    鉄道事故災害による被害を最小化するため「地震災害応急対策計画第 3 章第 1

節 消火・救助・救急対策」及び鉄道機関との覚書等により活動体制を整える。 
 
２ 情報収集・広報活動  
  情報収集・広報活動は、「地震災害応急対策計画 第２章第１節 災害情報等の収
集・伝達及び第２節 通信の確保・伝達」を準用し、次の事項に留意する。  
(1) 情報の収集  
  ア 鉄道事故災害は、その災害の特殊性から、救出・救護に関する情報、乗客の安

否確認など広範でかつ膨大な情報の収集活動が求められるため、鉄道事故時の安

全対策に関する覚書等に基づき、鉄道会社等関係機関との連携による情報収集に

努める。  
  イ 火災を伴う鉄道事故災害は、広範囲に延焼拡大することが予測され、情報収集

も困難を極めるため、初動期においては、総括部と消防部が連携を密にして有機

的な情報収集に努め、災害発生場所及び発生の概要把握並びに事故車両内又は周
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辺の要救助者把握など事故車両周辺の情報を重点的に収集する。  
 
  (2) 広報活動  
   市は、管轄警察署、鉄道機関と緊密な連絡のもと、適切・迅速な災害広報を実施する。 
  ア 住民に対する広報  
    初期における緊急広報から群衆整理のための広報など、逐次実態を知らせるた

めの広報を行い、住民の不安除去に努める。  
  イ 安否確認の問合わせに対する対応  
    総括部総合相談班は、市民等からの安否確認の問合せに対応する。  
  ウ 市のホームページを活用した広報  

総括部広報班は、市のホームページを活用し災害援護部から報告のあった乗客等の

安否確認情報を提供すると共に事故状況や被害状況について逐次広報する。 
  エ 報道機関に対する広報  
    報道機関への広報は総括部広報班が行い、情報の提供及び取材協力に努める。 
 
３ 消防活動  

     「消防計画」に基づき実施する。  

４ 災害医療活動  
  「地震災害応急対策計画 第３章第２節 医療救護活動」を準用する。  
 
５ 避難勧告・指示  
  「地震災害応急対策計画 第３章第３節 応急避難」を準用する。  
 
６ 応援の要請等  
 (1) 消防広域応援の要請  
   消防部長の判断により要請し、要請内容は本部長に報告し、総括部総括班に連絡

する。  
 (2) 自衛隊の派遣要請  
   「地震災害応急対策計画 第１章第４節 自衛隊に対する災害派遣要請」を準用

する。  
 
７ 他機関との総合的連絡調整  
  鉄道事故災害発生時には災害の状況に応じて、他機関との総合的連絡調整に努め、

次に掲げる機関との連携強化を図る。  
(1)  大阪府  
 ア 受け入れ可能高度医療機関（府県を超えての選定）  
 イ 広域搬送体制の確保  

  ウ 医薬品等必要資器材の調達  
  エ 自衛隊要請の要否  
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  ォ 災害救助法の適用の要否  
 
 (2) 警察との連携  
  ア 緊急通行車両等の通行に係る幹線道路等の交通規制  
  イ 救助・救急活動に対する協力体制の確保  
  ウ 死者の収容先、搬送方法等に対する協力体制の確保  
  エ 警戒区域の設定  
 (3) 医師会との連携  
  ア 応急救護所における医療救護活動  
  イ 後方医療機関への搬送の要否、順位の決定  
  ウ 後方医療機関との連携体制の確保  
 
 （4）鉄道機関  
    鉄道機関は、災害等によって被害を受けた鉄道施設については、他の路線への振替輸送、

バスによる代行輸送等代替輸送交通機関の確保に努める。 
  ア 鉄道機関の関係者より情報収集 

イ 救助・救急活動の実施。 
 
  (5) その他応援協力団体との連携  
   ア 消防活動で不足する資機材については動員物資補給部物資等調達班が調達し、消防部に

引き渡す。 
   イ 救助活動等のため大型重機が必要な場合は、消防部の判断・要請により動員

物資補給部物資等調達班が操作員を含め調達する。  
   ウ 災害現場及び搬送先病院で臨時電話の設置が必要な場合は、総括部総括班を通し

NTT災害対策室に依頼する。 
エ その他の災害活動に対する協力依頼は、総括部総括班を通して行う。  

 
８ 行方不明者の捜索・遺体安置場所等の確保及び事後の処置  
 「地震災害応急対策計画 第４章第６節 行方不明者の捜索・遺体安置場所等の確

保及び事後の処置」を準用する。  
 
９ その他の応急対策  
  「地震災害応急計画 第３章及び第４章」を準用する。  
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第３節  市街地火災応急対策  
 

《基本的な考え方》  
 市街地において火災が拡大したときは、防ぎょ活動に万全を期するため全消防力をあ

げて、各隊が密接な連携による消防活動を実施する。  
 なお、消防部における活動詳細は「消防計画」に定めるところによる。  
 
《対策の体系》  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
《応急対策の分担》  
 
   実 施 担 当 部                              実 施 内 容                       

 総括部、消防部  １ 大規模火災対策本部等活動体制の確立に関すること 
 ２ 総合的連絡調整に関すること 
 ３ 情報収集活動並びに広報活動に関すること 
 ４ 応援の要請に関すること 
 ５ 避難勧告・指示に関すること 

 消防部 （消防団）  １ 消防活動に関すること 

 医療援護部  １ 災害医療活動に関すること 

 避難部  １ 避難所の開設に関すること 

 総括部、各部  １ その他の応急対策に関すること 

 
《対策の展開》  
１ 活動体制の確立  
  市民並びに職員の安全を優先し、「第１節 航空機災害応急対策」を準用し、活動

体制の確立に努める。  

 
   市街地火災応急対策           １ 活動体制の確立  
                                 ２ 情報収集・広報活動  
                                 ３ 消防活動  
                                 ４ 災害医療活動  
                                 ５ 避難勧告・指示  
                                 ６ 応援の要請等  
                                 ７ 避難所の開設  
                                 ８ その他の応急対策  
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２ 情報収集・広報活動  
  「地震災害応急対策計画 第２章 情報の収集伝達」を準用する。  
 
３ 消防活動  
  「地震災害応急対策計画 第３章第１節 消火・救助・救急対策」を準用するほか、

火勢の推移、気象状況、周囲の建物等から合理的に判断して、延焼防止のためにやむ

を得ないと認められる場合は、延焼のおそれのある対象物の処分を検討する。  
 
４ 災害医療活動  
  「地震災害応急対策計画 第３章第２節 医療救護活動」を準用する。  
  
５ 避難勧告・指示  
  「地震災害応急対策計画 第３章第３節 応急避難」を準用する。  
 
６ 応援の要請等  
 (1) 消防広域応援の要請  
   「地震災害応急対策計画 第３章第１節 消火・救助・救急対策」を準用する。 
 
 (2) 自衛隊の派遣要請  
   「地震災害応急対策計画 第１章第４節 自衛隊に対する災害派遣要請」を準用

する。  
７ 避難所の開設  
  「地震災害応急計画 第３章第３節 応急避難」を準用する。  
 
８ その他の応急対策  
  「地震災害応急計画 第３章及び第４章」を準用する。  
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第４節 高層建築物災害応急対策 

《基本的な考え方》  
 高層建築物（高さ 31ｍを超えるもの）の災害は、立体的に発生するため多くの活動
障害を有しており、明確な活動方針のもとに組織的な活動を展開し、災害活動の円滑な

実施に努める。  
 なお、消防部の活動詳細は「消防計画」及び「高層建物災害対策活動基準」に定める

ところによる。  
 
《対策の体系》  
 
 
 
 
 
 
  
《応急対策の分担》  
 
   実 施 担 当 部                           実 施 内 容                         

 消防部（消防団）  １ 現地指揮本部の設置等活動体制の確立に関すること 
 ２ 情報収集活動に関すること 
 ３ 消防活動に関すること 

 

 総括部、各部  １ その他の応急対策に関すること 

 

 
 《対策の展開》  
１ 活動体制の確立  
  消防活動の円滑な推進と指揮統一の一元化並びに明確な活動方針を決定するため

に、災害の状況に応じて現地指揮本部を設置するなど活動体制の確立を図る。  
 
２ 情報の収集  
  対象物の状況、災害の実態、人命危険、消防活動危険等を優先し、関係者、自衛消

防隊員、避難者などから収集する。また、防災センターが設置されている場合には、

情報収集担当者を防災センターに配置するように努める。  
 
３ 消防活動  
  避難誘導、人命検索・救助活動を優先し、関係者との有機的な連携に努め、対象物

に設置されている消防用設備等を積極的に活用し、被害の軽減及び活動の効率化を図

る。  

 
   高層建築物災害応急対策             １ 活動体制の確立  
                                       ２ 情報の収集  
                                       ３ 消防活動  
                                       ４ その他の応急対策  
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 (1) 避難誘導  
   避難誘導にあたっては、可能な限り非常放送設備又は拡声器等により誘導し、出

入口、危険箇所には職員を配置するなど二次災害の発生防止に努める。  
 
 (2) 人命検索・救助活動  
   人命検索は、分担範囲に責任を持ち効率的に行い、かつ重複しないように配意し、

危険の切迫している者を最優先に救助する。  
 
 (3) 消火活動  
   対象物に設置されている消火活動上必要な施設の積極的な活用を図り、延焼範囲

の確認、階段、エレベーター等延焼経路となるものの位置、可燃物の量など火災の

進展に関係あるものの状況確認に努め、火災の推移を的確に判断して消火活動を行

う。  
 
４ その他の応急対策  
  その他の応急対策については、「地震災害応急計画 第３章及び第４章」を準用す

る。  
 
     資料：予防－８ 高さが 31メートルを超える建物一覧表  
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第５節 地下街等災害応急対策  

 

《基本的な考え方》  
 地下街等火災及びその他の災害に際し、人命救助並びに火災防ぎょの万全を期するた

め、消防活動の円滑な実施を図る。  
 なお、消防部の活動詳細は、「消防計画」及び「地下街災害対策活動基準」に定める

ところによる。  
 
《対策の体系》  
 
 
 
 
 
 
 
《応急対策の分担》  
 
   実 施 担 当 部                           実 施 内 容                         

 消防部（消防団）  １ 現地指揮本部の設置等活動体制の確立に関すること 
 ２ 情報の収集に関すること 
 ３ 消防活動に関すること 

 

 総括部、各部  １ その他の応急対策に関すること 

 

 
《対策の展開》  
１ 活動体制の確立  
  消防活動の円滑な推進と指揮統一元化並びに明確な活動方針を決定するために現

地指揮本部を設置し活動体制の確立を図る。  
 
２ 情報の収集  
  地下街等の状況、災害の実態、人命危険、消防活動危険の状況などを優先し、関係

者、自衛消防隊、避難者などから収集する。  
 
３ 消防活動  
  避難誘導及び救助活動を優先し、共同防火管理組織との連携に努め、地下街等に設

置されている消防用設備等を積極的に活用し、被害の軽減及び活動の効率化を図る。 
 (1) 避難誘導  

 
   地下街等災害応急対策             １ 活動体制の確立  
                                     ２ 情報の収集  
                                     ３ 消防活動  
                                     ４ その他の応急対策  
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   地上出入口及び危険箇所には職員を配置し、非常放送設備又は携帯拡声器等を用
いて避難経路、避難方向、使用階段等具体的な指示をし、パニック防止に努める。 

 (2) 人命救助・検索活動  
    地下街等の状況、災害の実態、人命危険、消防活動危険の状況などから救助活動

部隊を編成し、人命危険の切迫している区域を優先する。  
 
 (3) 消火活動  
   地下街等に設置されている消火活動上必要な施設の積極的な活用を図り、排煙・

排熱に努め、必要に応じて化学消火を実施する。  
 
 (4) 火災警戒区域の設定  
   ガス漏洩事故における火災警戒区域の設定範囲は、原則として当該地下街全体及

びガス漏れ場所から半径１５０ｍ以上の地上部分に設定する。  
 
 (5) ガスの供給遮断  
   ガスの供給遮断は、大阪ガス株式会導管事業部北東部導管部が行う。ただし、大

阪ガス株式会導管事業部北東部導管部の到着が相当遅れることが予想され、かつ、

広範囲にわたり多量のガス漏洩があり、緊急やむを得ないと認めるときは、「ガス

漏れ及び事故等の防災対策に関する申し合わせ」（昭和 56 年7  月 28 日締結）に基
づき消防部がガスの供給を遮断する。  

 
４ その他の応急対策  
  その他の応急対策については、「地震災害応急計画 第３章及び第４章」を準用す

る。  
 
     資料：他応急－１ 地下街・地下室等一覧  
     資料：他応急－２ 千里中央地下街平面図  
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第６節  危険物等災害応急対策 

 

《基本的な考え方》  
 危険物等（危険物、高圧ガス、火薬類、毒物劇物等）を保有する事業所等に災害が発

生した場合、あるいは火災、震災等により危険な状態が発生した時には、これらの災害

を防除するために、施設の管理者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消

防活動、負傷者の救出、警戒区域の設定、広報活動及び避難の指示等必要な応急対策を

円滑に実施する。  
 なお、消防部における活動詳細は「消防計画」及び「危険物災害対策活動基準」に定

めるところによる。  
 
《対策の体系》  
 
 
 
 
 
 
 
 
《応急対策の分担》  
 
   実 施 担 当 部                           実 施 内 容                         

 総括部、消防部（消防団）  １ 危険物等災害対策本部の設置等活動体制の確立に関すること 
 ２ 総合的連絡調整に関すること 
 ３ 情報収集活動及び広報活動等に関すること 
 ４ 警戒区域の設定に関すること 

 消防部（消防団）  １ 消防活動に関すること 

 医療救護部  １ 災害医療に関すること。 

 

 総括部、各部  １ その他の応急対策に関すること。 

 

 
 
《対策の展開》  
１ 活動体制の確立  
  市民並びに職員の安全を優先し、「第１節 航空機災害応急対策」に準じた活動体

制の確立に努める。  
 

 
   危険物等災害応急対策             １ 活動体制の確立  
                                     ２ 情報収集・広報活動  
                                     ３ 消防活動  
                                     ４ 災害医療活動  
                                     ５ 警戒区域の設定  
                                     ６ その他の応急対策  
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２ 情報収集・広報活動  
  情報収集・広報活動は、「地震災害応急対策計画 第２章 情報の収集伝達」を準

用し、次の事項に留意する。  
 (1) 情報収集活動  
   危険物等の流出、爆発、火災等が発生し、又は発生のおそれがある場合は、人的

被害の状況、火災の発生状況等の情報収集に努め、関係機関等と密接な情報連絡を

行う。  
 
               事故発見者の通報連絡系統   
 
              発見者・施設の管理責任者  
 
 
 
 
 豊中・豊中南警察署        豊 中 市          
 
 
 
 
  大阪府警察本部   豊中市医師会       大 阪 府     消防分団  
 
 (2) 広報活動  
   警戒区域からの退去、火気使用の禁止等緊急を要する事項について優先的、重点

的に実施する。  
 
３ 消防活動  
  「地震災害応急対策計画 第３章第１節 消火・救助・救急対策」を準用するほか、

次の事項に留意する。  
 (1) 危険物の流出、爆発等の恐れがある場合は、関係者に対し作業等の停止を命ずる

とともに、施設の応急点検と出火等の防止措置に努める。  
 
 (2) ガス漏洩時には、人命救助及び事故の拡大防止、爆発等の二次災害防止に重点を

置き活動する。  
 
 (3) 毒・劇物は、その物性、災害形態により人体危険、火災危険、爆発危険等の危険

性があり、また、二次災害の危険性も大きく住民、職員等の安全確保を最重点に活

動する。  
 
 

豊中市消防本部  
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４ 災害医療活動  
  「地震災害応急対策計画 第３章第２節 医療救護活動」を準用する。  
 
５ 警戒区域の設定  
  危険物の漏洩、臭気、刺激等又は測定によりガスの拡散が急速で、人命危険が著し

く切迫しているときは、「地震災害応急対策計画 第３章第３節 応急避難」を準用

し、警戒区域の設定を行う。  
 

６ その他の応急対策  
  「地震災害応急計画 第３章及び第４章」を準用する。  
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第７節 放射線災害応急対策 

《基本的な考え方》  
 放射線災害の特殊性を勘案し、放射線防災関係機関と協力して、迅速かつ組織的に住

民の安全確保対策を講ずる。  
 なお、消防部の活動詳細は「消防計画」及び「放射線災害対策活動基準」に定めると

ころによる。  
 
《対策の体系》  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
《応急対策の分担》  
 
   実 施 担 当 部                           実 施 内 容                         

 総括部、消防部  １ 放射線災害対策本部の設置等活動体制の確立に関する 
  こと 
 ２ 情報収集並びに広報活動に関すること 

 総括部、消防部  １ 放射性物質による汚染状況調査に関すること 

 総括部 
 消防部 （消防団） 

 １ 住民の避難及び立入制限に関すること 

 消防部 （消防団）  １ 消防活動に関すること 

 医療救護部  １ 災害医療活動に関すること 

 

 総括部、各部  １ 飲食物の摂取制限等に関すること 
 ２ 損害賠償の請求等に必要な資料の作成に関すること 
 ３ その他の応急対策に関すること 

 

 
 
 
 
 

  
放射線災害応急対策     １ 活動体制の確立 
              ２ 情報収集・広報活動 
              ３ 放射線物質による汚染状況調査 
              ４ 住民の避難等及び立入制限 
              ５ 消防活動 
              ６ 災害医療活動 
              ７ 飲食物の摂取制限等 
              ８ 損害賠償の請求等に必要な資料の作成 
              ９ その他の応急対策 
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《対策の展開》  
１ 活動体制の確立  
 次の場合を原則として、災害対策本部を設置する。  
(1) 内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出したとき  

 
(2) 府又は国から災害対策本部を設置する旨の指示（指導又は助言）があったとき  

※豊中市の場合、原子力事業所（原子力発電所等）が管内に存在しないことか

ら、核燃料物質等の事業所外、運搬中の事故により特定事象が発生した場合が

対象となる。  
     

・災害対策本部設置基準（事業者通報義務）  
      事業所外運搬に使用する容器から１ｍ離れた場所において、１０ｍSv／h 以

上の放射線が検出された場合。  
      なお、府・国から災害対策本部設置指示があるまでの間は、市消防部にて、

放射線災害対策基準に基づき、必要な応急対策を実施する。  
 
２ 情報収集・広報活動  
  情報収集・広報活動は、「地震災害応急対策計画 第２章 情報の収集伝達」を準

用し、次の事項に留意する。  
 (1) 情報収集活動  
   放射性物質の飛散、漏洩等による人命危険の排除を最優先に情報の収集活動を行

う。  
 
 (2) 広報活動  
   危険区域の住民に対し、広報車、防災行政無線等あらゆる広報手段をもって的確

かつ迅速に次の事項を指示伝達する。  
  ア 異常事態が生じた施設、場所及び発生時刻  
  イ 異常事態の状況と今後の予想  
  ウ 地区住民のとるべき行動  
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          事故発生時の連絡体制（核燃料物質輸送車両）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           放射線施設に係る災害時の情報連絡系統図  
 
                 放射線施設  
 
 
           豊中市・豊中市消防本部     防災関係機関  
 
 
    豊中・豊中南警察署  
 
 
    大 阪 府 警 察 本 部                        大 阪 府     防災関係機関  
 
 
    警   察   庁  
 
 
    総 務 省 消 防 庁       国  
 
３ 放射性物質による汚染状況調査  
 (1) 第一段階の測定  
   放射線施設の設置者等並びに市は、異常事態が生じた直後から第一段階の測定を

 
 
        

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 豊中市・豊中市消防本部   府総務部危機管理室   総務省消防庁  
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国 土 交 通 省 

文 部 科 学 省 
事
業
者 

 

（
輸
送
車
等
） 



385 

開始し、住民の退避、避難及び食物摂取制限を含む防護措置の必要性を判断するた

めに速やかに行う。  
 
 (2) 第二段階の測定  
   第一段階の測定に引き続き、より広範な地域について周辺環境に対する全般的影

響を評価し、確認するために必要に応じて大阪府に要請する。  
 
４ 住民の避難等及び立入制限  
  市は、放射性物質による汚染状況調査等により、必要に応じ「地震災害応急対策計

画 第３章第３節 応急避難」を準用し、危険地域の住民に対し退避又は避難等の指

示を行い、警察等の協力を得て立入制限、交通規制等を実施する。  
 
５ 消防活動  
  早期に実態把握を行い、放射性物質の拡散、汚染の拡大の防止に配慮するとともに、

市民、隊員の被爆防止に重点を置き、災害の状況に応じて消火、延焼の防止、警戒区

域の設定、救助・救急等に関する必要な措置を実施する。  
 
６ 災害医療活動  
  「地震災害応急対策計画 第３章第２節 医療救護活動」を準用する。  
 
７ 飲食物の摂取制限等  
 (1) 飲料水、飲食物の摂取制限  
   放射性物質による汚染状況調査により、必要に応じて汚染水源の使用禁止、汚染

飲料水の飲用禁止の措置及び汚染飲食物の摂取制限等必要な措置をとる。  
 
 (2) 農林水産物の採取及び出荷制限  
   農林水産物の生産者、出荷機関及び市場の責任者などに汚染農林水産物の採取、

出荷制限など必要な措置をとる。  
 
８ 損害賠償の請求等に必要な資料の作成  
 (1) 災害地域住民の登録  
   避難などの措置をとった住民が、災害発生時その地域に所在した旨の証明及び避

難場所等においてとった措置等を登録するとともにその結果を府に報告する。  
 
 (2) 損害調査の実施  
   住民が受けた損害を調査し、その結果を府に報告する。  
 
 (3) 災害対策措置状況の記録  
   被災地の汚染状況、応急対策措置及び復旧対策措置を記録しておくものとする。 
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９ その他の応急対策  
  その他の応急対策については、「地震災害応急計画 第３章及び第４章」を準用す

る。  
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第８節 その他災害応急対策  
 
《基本的な考え方》  
 豊中市地域防災計画においては、地震、風水害に加え、大規模事故などを想定し、そ

の応急対策を迅速かつ的確に講ずるよう定めているが、その他にも不測の事故が発生す

るおそれがある。  
 こうした場合においても災害の態様に応じ、「地震災害応急対策計画」「風水害等応急

対策計画」「災害復旧計画」を準用し、応急対策を講じる。  
 
 


